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カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
と
は

　

菅
首
相
の
所
信
表
明
を
受
け
て
、
20
年

12
月
の
成
長
戦
略
会
議
で
は
、「
2
0
5
0

年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
伴
う
グ
リ

ー
ン
成
長
戦
略
」
が
報
告
さ
れ
た
。
同
戦

略
で
は
、
電
力
や
産
業
等
の
脱
炭
素
化
に

向
け
て
、
新
た
な
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
の

開
発
や
設
備
の
省
エ
ネ
化
等
の
技
術
革
新

を
中
心
に
、
財
政
や
税
制
、
規
制
の
見
直

し
等
で
後
押
し
す
る
方
針
が
示
さ
れ
て
い

る
。
一
方
で
、
企
業
や
消
費
者
の
行
動
変

化
を
通
じ
た
社
会
全
体
の
脱
炭
素
化
が
模

索
さ
れ
、
方
策
と
し
て
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ

シ
ン
グ
の
活
用
が
検
討
さ
れ
て
い
る
。
こ

れ
は
、
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
を
経
済
活

動
に
伴
う
コ
ス
ト
と
し
て
金
額
（
炭
素
価

格
）
で
「
見
え
る
化
」
す
る
こ
と
で
、
企

業
や
消
費
者
が
、
排
出
量
の
少
な
い
生
産

方
法
や
商
品
等
を
選
択
す
る
よ
う
誘
導
す

る
仕
組
み
で
あ
る
1

。

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
の
意
義

　

温
室
効
果
ガ
ス
の
一
段
の
削
減
に
は
、

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
の
有
無
に
か
か

わ
ら
ず
、
研
究
開
発
や
省
エ
ネ
投
資
等
の

新
た
な
コ
ス
ト
が
発
生
す
る
。
こ
れ
は
、

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
決

意
し
た
以
上
、
不
可
避
の
コ
ス

ト
で
あ
り
、
国
民
全
体
で
負
担

す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
ツ
ー

ル
と
し
て
の
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ

シ
ン
グ
の
導
入
に
は
、
次
の
よ

う
な
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
。

　

第
一
は
、
排
出
量
規
制
対
応

で
の
企
業
の
選
択
肢
の
拡
大
で

あ
る
。
例
え
ば
、
規
制
に
よ
り

排
出
量
10
％
削
減
を
求
め
ら
れ

た
場
合
、
15
％
削
減
ま
で
利
益

を
出
せ
る
削
減
コ
ス
ト
の
低
い

企
業
で
は
、
追
加
5
％
分
の
削

減
努
力
が
甘
く
な
る
一
方
で
、

5
％
以
上
の
削
減
で
損
失
が
出

る
削
減
コ
ス
ト
の
高
い
企
業
で

は
、
収
益
に
合
わ
な
い
過
剰
な

削
減
を
強
い
ら
れ
る
こ
と
に
な

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
は
な
ぜ
必
要
か

経
済
成
長
と
の
両
立
を
目
指
し
て

日
本
総
合
研
究
所 

調
査
部　
主
任
研
究
員

蜂
屋
勝
弘

解 説

　
2
0
2
0
年
10
月
、
菅
義
偉
首
相
の
所
信
表
明
演
説
に
お
い
て
、
50
年
ま
で
に
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
を
全
体
と
し
て

ゼ
ロ
に
す
る
と
い
う
、
い
わ
ゆ
る
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
を
目
指
す
こ
と
が
宣
言
さ
れ
た
。
さ
ら
に
、
21
年
4

月
に
開
催
さ
れ
た
米
国
主
催
の
「
気
候
変
動
サ
ミ
ッ
ト
（
首
脳
会
議
）」
に
お
い
て
、
わ
が
国
は
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
目
標
と
整
合
的
か
つ
野
心
的
な
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
目
標
と
し
て
、
15
年
の
地
球
温
暖
化
対
策
の
国
際
枠
組
み
「
パ

リ
協
定
」
の
際
に
決
定
し
た
「
30
年
度
に
13
年
度
比
26
％
削
減
」
を
大
幅
に
上
回
る
「
同
46
％
削
減
を
目
指
す
」
方
針
を

公
表
し
た
。
こ
の
目
標
の
達
成
に
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
体
制
の
見
直
し
や
技
術
革
新
に
加
え
、
企
業
の
生
産
活
動
や
家

計
の
消
費
行
動
の
変
革
が
求
め
ら
れ
、
そ
の
有
力
な
手
段
と
し
て
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
（
炭
素
へ
の
価
格
付
け
）
が

注
目
さ
れ
て
い
る
。

は
ち
や
・
か
つ
ひ
ろ　
92
年
大
阪
大

卒
、日
本
総
合
研
究
所
入
社
。13
年
内

閣
府
政
策
調
査
員（
経
済
財
政
運
営

産
業
・
雇
用
担
当
）、14
年
政
策
企
画

調
査
官（
経
済
財
政
運
営
総
括
担
当
）。

公
共
経
済
が
専
門
。

　

1　逆に、燃料の節約や植林等による温室効果ガスの削減量や吸収量に価格を付けて、削減・吸収した
企業や家計が収入を得ることで、そうした活動を後押しする仕組みも含まれる。
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る
。

　

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
を
導
入
す
る

こ
と
で
、
排
出
量
取
引
の
場
合
、
前
者
が

5
％
分
を
追
加
削
減
し
、
後
者
が
こ
れ
を

購
入
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
2

。
ま
た
、

炭
素
税
の
場
合
、
仮
に
、
10
％
削
減
時
の

コ
ス
ト
が
、
前
者
で
は
排
出
量
1
㌧
当
た

り
6
0
0
0
円
で
済
む
の
に
対
し
、
後
者

で
は
同
1
万
円
か
か
る
と
し
て
、
炭
素
税

率
（
炭
素
価
格
）
を
同
8
0
0
0
円
に
設

定
す
る
と
、
前
者
は
排
出
量
を
削
減
し
て

税
負
担
を
回
避
す
る
の
に
対
し
、
後
者
は
、

排
出
を
継
続
す
る
が
、
そ
れ
に
見
合
う
炭

素
税
を
負
担
す
る
こ
と
に
な
る
。
こ
の
よ

う
に
、
企
業
は
炭
素
価
格
と
削
減
コ
ス
ト

を
比
較
し
て
、
①
排
出
量
を
ど
こ
ま
で
削

減
す
る
か
②
他
社
か
ら
買
う
か
③
他
社
に

売
る
か
─
の
選
択
肢
か
ら
、
最
も
有
利
な

方
法
を
選
択
で
き
る
。

　

そ
の
結
果
、
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
に
伴

う
経
済
へ
の
悪
影
響
を
最
小
限
に
と
ど
め

る
こ
と
が
可
能
と
な
り
、
脱
炭
素
社
会
に

円
滑
に
移
行
で
き
る
可
能
性
が
期
待
さ
れ

る
。
例
え
ば
、
各
国
の
温
室
効
果
ガ
ス
排

出
量
当
た
り
の
名
目
G
D
P
（
国
内
総
生

産
）、
つ
ま
り
炭
素
生
産
性
を
み
る
と
、

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン

グ
の
先
進
国
と
い
え
る

北
欧
等
で
高
く
、
導
入

が
あ
ま
り
進
ん
で
い
な

い
わ
が
国
や
米
国
、
カ

ナ
ダ
に
比
べ
て
脱
炭
素

化
が
進
ん
で
い
る
こ
と

が
示
唆
さ
れ
る
（
図
表

1
）。

　

第
二
は
、
政
府
収
入

の
活
用
で
あ
る
。
炭
素

税
と
オ
ー
ク
シ
ョ
ン

（
競
売
）
で
は
、
政
府

収
入
が
生
じ
る
こ
と
か

ら
、
政
府
は
こ
れ
を
財

源
に
施
策
が
打
て
る
。

政
府
収
入
の
使
途
は
多
様

　

こ
れ
に
関
し
、
例
え
ば
、
欧
州
連
合

（
E
U
）
で
導
入
さ
れ
て
い
る
排
出
量
取

引
（
E
U
―
E
T
S
）
で
は
、
政
府
収
入

の
50
％
以
上
を
気
候
変
動
対
策
に
利
用
す

る
よ
う
参
加
各
国
に
要
請
す
る
中
、
事
実

上
、
約
8
割
が
気
候
変
動
関
連
に
充
て
ら

れ
て
い
る
と
い
う
。
ま
た
、
カ
ナ
ダ
の
ブ

リ
テ
ィ
ッ
シ
ュ
・
コ
ロ
ン
ビ
ア
州
で
は
、

炭
素
税
収
が
大
企
業
の
環
境
対
策
に
充
て

ら
れ
て
い
る
。
政
府
収
入
を
気
候
変
動
対

策
に
充
て
る
こ
と
で
、
受
益
と
負
担
の
関

係
が
明
確
と
な
り
、
炭
素
価
格
を
負
担
す

る
企
業
等
の
納
得
感
を
得
や
す
い
と
考
え

ら
れ
る
。
ま
た
、
省
エ
ネ
技
術
等
の
技
術

革
新
の
加
速
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
を
踏
ま

え
る
と
、
企
業
等
に
よ
る
研
究
開
発
や
省

エ
ネ
設
備
の
導
入
等
を
、
政
府
が
補
助
金

や
減
税
に
よ
っ
て
後
押
し
す
る
こ
と
は
有

意
義
と
い
え
よ
う
。

　

こ
れ
に
対
し
、
所
得
再
分
配
や
既
存
の

税
負
担
の
軽
減
に
使
わ
れ
る
事
例
も
み
ら

れ
る
。
例
え
ば
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
で
は
、

1
9
9
1
年
の
炭
素
税
導
入
の
際
に
雇
用

に
係
る
企
業
負
担
が
軽
減
さ
れ
、

2
0
0
0
年
代
前
半
の
税
率
引
き
上
げ
の

際
に
も
、
企
業
負
担
と
個
人
所
得
税
負
担

が
軽
減
さ
れ
た
。
政
府
収
入
を
こ
う
し
た

用
途
に
充
て
る
こ
と
で
、
国
民

負
担
の
軽
減
や
雇
用
等
の
改
善

が
期
待
さ
れ
、
温
室
効
果
ガ
ス

削
減
と
経
済
成
長
が
両
立
で
き

る
と
さ
れ
て
い
る
3

。

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
の
手
法
の
特
徴

　

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
に

は
幾
つ
か
の
手
法
が
あ
り
、
そ

れ
ぞ
れ
に
メ
リ
ッ
ト
と
デ
メ
リ

ッ
ト
が
あ
る
。
主
な
手
法
と
し

て
、
炭
素
税
と
排
出
量
（
排
出

権
）
取
引
が
あ
り
、
と
も
に
温

室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
に
価
格

を
付
け
る
手
法
で
あ
る
。
炭
素

税
は
税
率
を
政
府
が
定
め
、
排

出
量
を
企
業
や
消
費
者
が
税
率

を
み
て
決
め
る
の
に
対
し
、
排

出
量
取
引
は
排
出
量
を
政
府
が

定
め
、
取
引
価
格
が
排
出
量
取

引
市
場
で
決
ま
る
点
で
、
両
者

は
異
な
る
（
図
表
2
）。

　

炭
素
税
は
本
来
、
温
室
効
果

ガ
ス
の
排
出
量
に
応
じ
た
課
税

で
あ
る
が
、
排
出
量
そ
の
も
の

を
機
動
的
に
把
握
す
る
こ
と
は

困
難
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
実
務

上
は
、
使
用
量
1
単
位
当
た
り

の
排
出
量
が
分
か
る
燃
料
の
使

（注1）炭素生産性＝名目ＧＤＰ（ドル）÷温室効果ガス排出量
（注2）温室効果ガス排出量は土地利用、土地利用変化及び林業部門を

除く。
（出所）IMF “World Economic Outlook”、UNFCCC “Time Series- 

GHG total without LULUCF, in kt CO₂ equivalent”、World 
Bank“Carbon Pricing Dashboard”を基に日本総合研究所作
成

〈図表1〉炭素生産性の推移
12
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0

フィンランド
炭素税（1990年）

ＥＵ
排出量取引制度（2005年）

日本
炭素税（2012年）

スウェーデン ノルウェー

デンマーク フランス

英国 イタリア

フィンランド

日本 米国

ドイツ

カナダ

スウェーデン
炭素税（1991年）

ノルウェー
炭素税（1991年）

デンマーク
炭素税（1992年）

1990 200091 92 93 94 95 96 97 98 99 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18

（1000 ドル /CO₂ 1 トン）

（年）

2　この時の取引価格が炭素価格となる。
3　「二重の配当」といわれる。
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用
量
に
応
じ
て
課
税
さ
れ
る
。
わ
が
国
で

は
、
12
年
か
ら
「
地
球
温
暖
化
対
策
の
た

め
の
税
」（
温
対
税
）
と
し
て
、
二
酸
化

炭
素
（
C
O2
）
排
出
量
1
㌧
当
た
り

2
8
9
円
が
既
存
の
石
油
石
炭
税
に
上
乗

せ
さ
れ
て
い
る
。
炭
素
税
で
は
、
企
業
等

は
課
税
に
よ
る
製
造
コ
ス
ト
等
へ
の
影
響

を
予
見
し
や
す
い
半
面
、
政
府
が
C
O2

の
削
減
量
を
直
接
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
で
き
な

い
こ
と
と
、
企
業
等
の
負
担
が
大
き
い
こ

と
が
難
点
と
さ
れ
る
。

　

一
方
、
排
出
量
取
引
は
排
出
量
の
割
り

当
て
方
や
決
ま
り
方
の
違
い
に
よ
る
三
つ

の
方
法
が
あ
る
。
い
ず
れ
も
、
政
府
は
総

量
規
制
等
に
よ
っ
て
削
減
量
を
コ
ン
ト
ロ

ー
ル
し
や
す
い
半
面
、
企
業
は
製
造
コ
ス

ト
等
へ
の
影
響
を
予
見
し
づ
ら
い
こ
と
が

難
点
と
さ
れ
る
。

　

グ
ラ
ン
ド
フ
ァ
ザ
リ
ン
グ
（
実
績
に
基

づ
く
排
出
枠
の
交
付
方
式
）
で
は
、
企
業

の
負
担
は
炭
素
税
に
比
べ
て
小
さ
い
も
の

の
、
①
割
り
当
て
に
過
去
の
削
減
努
力
が

考
慮
さ
れ
な
い
②
再
割
り
当
て
を
見
越
し

て
企
業
が
削
減
を
怠
る
恐
れ
が
あ
る
─
と

い
っ
た
難
点
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

　

ベ
ン
チ
マ
ー
ク
に
つ
い
て
は
、
炭
素
税

に
比
べ
て
負
担
が
小
さ
い
う
え
、
排
出
量

を
割
り
当
て
る
際
の
前
述
の
難
点
が
回
避

さ
れ
る
も
の
の
、
設
定
に
時
間
が
か
か
る

と
さ
れ
、
基
本
的
に
、
生
産
工
程
が
似
て

い
る
同
質
の
産
業
や
製
品
に
向
く
と
さ
れ

る
。

　

オ
ー
ク
シ
ョ
ン
で
は
、
排
出
量
を
割
り

当
て
る
際
に
恣
意
性
が
介
入
す
る
恐
れ
や

ベ
ン
チ
マ
ー
ク
の
設
定
と
い
っ
た
問
題
は

回
避
さ
れ
る
も
の
の
、
企
業
の
負
担
が
炭

素
税
と
同
様
に
大
き
く
な
る
。

　

以
上
み
て
き
た
炭
素
税
と
排
出
量
取
引

と
は
逆
に
、
温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減
・
吸

収
量
に
価
格
を
付
け
て
売
買
す
る
方
法
と

し
て
ク
レ
ジ
ッ
ト
が
あ
る
。
排
出
企
業
等

は
ク
レ
ジ
ッ
ト
を
購
入
す
る
こ
と
で
、
当

該
量
の
排
出
を
な
か
っ
た
こ
と
に
で
き
る
。

排
出
量
取
引
の
対
象
が
、
事
実
上
、
温
室

効
果
ガ
ス
を
大
量
に
排
出
す
る
産
業
や
大

企
業
等
が
中
心
に
な
る
の
に
対
し
、
ク
レ

ジ
ッ
ト
で
は
中
小
企
業
や
農
林
漁
業
者
、

市
町
村
等
、
産
業
や
企
業
規
模
を
問
わ
ず
、

排
出
量
が
小
規
模
で
あ
っ
て
も
対
象
に
な

り
得
る
。
ま
た
、
炭
素
税
や
排
出
量
取
引

は
政
府
や
国
際
機
関
が
運
営
し
て
い
る
の

に
対
し
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
で
は
政
府
の
ほ
か

民
間
団
体
が
運
営
し
て
い
る
ケ
ー
ス
も
多

い
。海

外
で
の
導
入
パ
タ
ー
ン

　

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
の
海
外
で
の

導
入
事
例
を
み
る
と
、
炭
素
税
と
排
出
量

取
引
の
い
ず
れ
か
一
方
を
導
入
し
て
い
る

国
と
、
両
方
を
導
入
し
て
い
る
国
が
あ
る
。

　

炭
素
税
は
、
90
年
に
世
界
に
先
駆
け
て

導
入
し
た
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
等
の
北
欧
諸
国

の
ほ
か
、
英
国
や
フ
ラ
ン
ス
、
カ
ナ
ダ
等

で
導
入
さ
れ
て
い
る
。
基
本
的
に
、
化
石

燃
料
の
消
費
に
対
し
て
課
税
さ
れ
、
産
業

ご
と
の
事
情
や
用
途
に
よ
る
減
免
措
置
は

あ
る
も
の
の
、
産
業
を
問
わ
ず
課
税
が
及

ぶ
。

　

他
方
、
排
出
量
取
引
を
み
る
と
、
国
レ

ベ
ル
や
州
レ
ベ
ル
で
の
導
入
に
加
え
、
欧

州
で
は
多
国
間
の
制
度
と
し
て
05
年
に

E
U
―
E
T
S
が
導
入
さ
れ
、
現
在
E
U

加
盟
国
を
中
心
に
30
カ
国
が
参
加
し
て
い

る
。

　

排
出
量
取
引
制
度
の
対
象
は
、
基
本
的

に
温
室
効
果
ガ
ス
を
大
量
に
排
出
す
る
産

業
や
企
業
で
あ
り
、
産
業
に
よ
っ
て
割
り

当
て
方
法
が
異
な
る
ケ
ー
ス
が
多
い
。
例

え
ば
、
E
U
―
E
T
S
で
は
、
導
入
当
初

は
グ
ラ
ン
ド
フ
ァ
ザ
リ
ン
グ
が
採
用
さ
れ

て
い
た
も
の
の
、
13
年
以
降
は
オ
ー
ク
シ

ョ
ン
を
原
則
と
し
た
う
え
で
、
国
際
競
争

に
さ
ら
さ
れ
て
い
る
業
種
に
対
し
て
は
、

排
出
量
の
全
量
ま
た
は
一
部
が
ベ
ン
チ
マ

ー
ク
で
割
り
当
て
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、

米
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
で
は
、
天
然
ガ
ス

供
給
者
に
は
グ
ラ
ン
ド
フ
ァ
ザ
リ
ン
グ
、

製
造
業
に
は
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
、
発
電
事
業

者
に
は
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
と
、
産
業
が
直
面

す
る
状
況
に
応
じ
て
異
な
る
割
り
当
て
方

法
が
導
入
さ
れ
て
い
る
。

わ
が
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
課
税

　

温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減
に
向
け
て
求
め

ら
れ
る
炭
素
価
格
の
水
準
を
み
る
と
、
例

（出所）環境省「炭素税について」「クレジット取引について」（カーボンプライシングの活用に
関する小委員会（第13回）資料）、「排出量取引制度について」（カーボンプライシングの
活用に関する小委員会（第14回）資料）を基に日本総合研究所作成

〈図表2〉カーボンプライシングの種類
概要

温暖化ガスの排出量に応じて課税。

過去の排出実績をもとに、排出量を企業等に無償で割り当てる。
割当分を超える量を排出するには、他社から排出量を買う。
生産工程での標準的な排出量をもとに、排出量を企業等に無償で割り当てる。
割当分を超える量を排出するには、他社から排出量を買う。

企業等が排出量と買取額を入札して、排出量を落札・購入する。

温室効果ガスの削減・吸収に価値を付けて売買する。

負担の大きさ
大きい

（排出量 ×税率）
小さい

（追加排出量×価格）
小さい

（追加排出量×価格）
大きい

（排出量 ×価格）

―

手法

炭素税

　　グランド
　　ファザリング
　　ベンチマーク

　　オークション

クレジット

排
出
量
取
引
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え
ば
、国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関
（
I
E
A
）

4

で
は
、
産
業
革
命
前
か
ら
の
平
均
気
温

の
上
昇
を
2
度
未
満
に
抑
え
る
と
い
う
パ

リ
協
定
の
目
標
が
達
成
さ
れ
る
「
持
続
可

能
な
開
発
シ
ナ
リ
オ
」
の
場
合
、
40
年
の

先
進
国
（
電
力
、
産
業
お
よ
び
航
空
）
で

C
O2
排
出
量
1
㌧
当
た
り
1
4
0
㌦
（
1

万
5
2
6
0
円
5

）
と
な
っ
て
い
る
。
こ

れ
は
、
わ
が
国
の
温
対
税
の
水
準
を
大
幅

に
上
回
る
。

　

一
方
、
わ
が
国
で
は
、
C
O2
の
主
な

排
出
源
で
あ
る
化
石
燃
料
や
自
動
車
等
に

対
し
、
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
と
は
別

の
観
点
か
ら
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
課
税
や
自
動

車
課
税
が
従
来
課
せ
ら
れ
て
き
た
（
図
表

3
）。
税
収
は
21
年
度
予
算
ベ
ー
ス
で
、

そ
れ
ぞ
れ
4
・
2
兆
円
、
2
・
6
兆
円
あ

る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
課
税
の
う
ち
、
石
油
石

炭
税
、
航
空
機
燃
料
税
、
電
源
開
発
促
進

税
の
税
収
は
、
そ
れ
ぞ
れ
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

安
定
供
給
、
空
港
整
備
や
騒
音
防
止
、
電

源
の
立
地
・
利
用
や
原
子
力
安
全
対
策
に

使
わ
れ
る
特
定
財
源
で
あ
る
。
こ
れ
ら
以

外
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
課
税
と
自
動
車
課
税
は
、

か
つ
て
は
「
道
路
特
定
財
源
」
と
呼
ば
れ

道
路
整
備
に
充
て
ら
れ
て
き
た
が
、
09
年

度
以
降
は
使
途
に
縛
り
が
な
い
一
般
財
源

に
変
更
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
自
動
車
課

税
で
は
、
環
境
性
能
に
優
れ
た
自
動
車
を

優
遇
す
る
「
税
制
の
グ
リ
ー
ン
化
」
が
進

め
ら
れ
、
税
制
を
通
じ
て
温
室
効
果
ガ
ス

の
削
減
に
つ
な
げ
る
仕
組
み
が
組
み
込
ま

れ
て
い
る
。

炭
素
価
格
を
誰
が
負
担
す
る
か

　

温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減
コ
ス
ト
に
つ
い

て
は
、
国
民
全
体
で
負
担
す
べ
き
で
あ
り
、

こ
の
点
で
、
消
費
者
に
近
い
最
終
需
要
段

階
で
の
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
の
導
入

が
理
想
的
と
い
え
る
。
し
か
し
な
が
ら
、

そ
れ
に
は
、
全
て
の
財
・
サ
ー
ビ
ス
の
製

造
か
ら
販
売
等
に
係
る
温
室
効
果
ガ
ス
排

出
量
を
、
輸
入
品
を
含
め
て
機
動
的
に
把

握
す
る
必
要
が
あ
り
、
現
実
的
で
は
な
い
。

実
際
、
海
外
で
も
そ
う
し
た
事
例
は
み
ら

れ
ず
、
①
化
石
燃
料
消
費
に
対
す
る
炭
素

税
課
税
②
排
出
量
の
多
い
産
業
・
企
業
を

対
象
に
し
た
排
出
量
取
引
の
導
入
─
が
現

実
的
と
い
え
る
。
こ
の
場
合
、
企
業
が
炭

素
価
格
の
多
く
を
直
接
支
払
う
こ
と
に
な

る
が
、
一
方
で
企
業
は
、
そ
れ
を
販
売
価

格
に
転
嫁
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
り
、
最

終
的
に
消
費
者
が
排
出
削
減
コ
ス
ト
を
間

接
的
に
負
担
す
る
こ
と
に
な
る
。

導
入
に
伴
う
負
担
増
と
影
響

　

で
は
今
後
、
わ
が
国
は
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ

ー
ト
ラ
ル
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
、
ど

の
程
度
の
削
減
コ
ス
ト
を
負
担
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
か
。
前
述
の

I
E
A
の
炭
素
価
格
を
わ
が
国

に
当
て
は
め
た
場
合
の
負
担
増

を
試
算
す
る
と
、
温
室
効
果
ガ

ス
排
出
量
を
「
13
年
度
対
比
46

％
削
減
」
し
て
も
、
負
担
額
は

11
・
6
兆
円
と
計
算
さ
れ
、
既

存
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
課
税
分
を
除

い
て
も
、
9
兆
円
程
度
6

の
負

担
増
と
計
算
さ
れ
る
。
こ
れ
は

わ
が
国
経
済
に
と
っ
て
軽
い
負

担
で
は
な
い
。

　

ま
ず
、
産
業
へ
の
影
響
を
み

て
み
よ
う
。
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
の
実
現
に
は
、
既
存
の

製
造
技
術
を
根
底
か
ら
見
直
し
、

よ
り
少
な
い
温
室
効
果
ガ
ス
排

出
量
を
低
コ
ス
ト
で
実
現
す
る

技
術
等
へ
の
転
換
が
求
め
ら
れ

る
。
こ
う
し
た
技
術
転
換
に
他

国
・
他
社
に
比
べ
て
後
れ
を
取

れ
ば
、
産
業
・
企
業
の
競
争
力

が
大
き
く
削そ

が
れ
る
恐
れ
が
あ

る
一
方
で
、
逆
に
、
他
国
・
他

社
に
先
ん
じ
て
技
術
転
換
で
き

れ
ば
、
競
争
力
が
高
ま
る
可
能

性
も
あ
る
。
脱
炭
素
化
を
目
指

す
こ
と
で
、
い
か
に
コ
ス
ト
を

抑
え
て
温
室
効
果
ガ
ス
を
削
減

（注1）税収は2021年度予算。
（注2）自動車税と軽自動車税の環境性能割は2019年に導入。
（出所）環境省「我が国の環境関連税制」、財務省「租税及び印

紙収入予算の説明」、総務省「地方財政計画」より日本
総合研究所作成

〈図表3〉エネルギー課税と自動車課税
税収の使途

国の一般財源
旧道路特定財源
地方の一般財源
旧道路特定財源
国の一般財源
旧道路特定財源
地方の一般財源
旧道路特定財源
地方の一般財源
旧道路特定財源
国による空港整備等
地方の空港対策

燃料安定供給対策
エネルギー需給構
造高度化対策

電源立地対策
電源利用対策
原子力安全規制対策

国の一般財源
旧道路特定財源
地方の一般財源
旧道路特定財源
地方の一般財源
地方の一般財源
旧道路特定財源
地方の一般財源
地方の一般財源
旧道路特定財源

課税対象

揮発油

揮発油

自動車用石油ガス

軽油

航空機燃料

原油・石油製品

石油ガス・天然ガス
石炭

販売電気

自動車

（環境性能割）取得する自動車

（種別割）所有する自動車

（環境性能割）取得する自動車

（種別割）所有する自動車

税収
（億円）
41965

20700

2214

40

40

9300

370
191

6060

3050

25566

3820

2789

932

15134

93

2798

揮発油税
（国税）
地方揮発油税
（国税）

石油ガス税
（国税）

軽油引取税
（都道府県税）
航空機燃料税
（国税）

石油石炭税
（国税）

電源開発促進税
（国税）

自動車重量税
（国税）

自動車税
（都道府県税）

軽自動車税
（市町村税）

税目
（国税・地方税）
エネルギー関係課税

自動車関係課税

4　IEA「World Energy Outlook 2020」
5　109円/ドルで換算。
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す
る
か
が
、
企
業
に
と
っ
て
の
新
た
な
競

争
条
件
に
加
わ
っ
た
と
み
る
こ
と
が
で
き

る
。

　

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
導
入
の
産
業

へ
の
影
響
を
み
る
た
め
に
、
仮
に
、
エ
ネ

ル
ギ
ー
供
給
の
上
流
を
担
う
石
油
製
品
、

石
炭
製
品
、
電
力
、
ガ
ス
・
熱
供
給
の
各

産
業
に
対
し
て
合
計
9
兆
円
の
炭
素
税
を

課
税
し
た
場
合
に
、
各
産
業
の
製
品
価
格

へ
の
波
及
効
果
を
み
る
と
7

、
炭
素
税
を

直
接
負
担
す
る
上
記
の
産
業
に
加
え
、
鉄

鋼
や
化
学
製
品
と
い
っ
た
素
材

産
業
を
中
心
に
製
品
価
格
が
大

き
く
上
昇
す
る
と
試
算
さ
れ
る（
図
表
4
）。

　

次
に
、
最
終
的
な
コ
ス
ト
負
担
者
で
あ

る
家
計
へ
の
影
響
を
み
て
み
よ
う
。
製
品

価
格
へ
の
波
及
効
果
の
分
析
結
果
を
用
い

て
、
炭
素
税
増
税
を
受
け
た
家
計
費
の
上

昇
率
を
み
る
と
、
排
出
量
を
「
13
年
度
対

比
46
％
削
減
」
し
て
も
、
家
計
費
は
総
世

帯
平
均
で
4
％
程
度
上
昇
す
る
と
試
算
さ

れ
る
（
図
表
5
）。
ま
た
、
生
活
必
需
品

で
あ
る
「
光
熱
・
水
道
」
の
価
格
が
大
幅

に
上
昇
す
る
た
め
、
低
所
得
層
の
上
昇
率

が
高
所
得
層
に
比
べ
て
高
く
な
っ
て
い
る
。

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
設
計
の
課
題

　

最
後
に
、
わ
が
国
で
の
導
入
に
当
た
っ

て
の
課
題
を
考
察
す
る
。

　

導
入
す
る
方
法
は
、
諸
外
国
と
同
様
に
、

化
石
燃
料
消
費
に
対
す
る
炭
素
税
課
税
や

排
出
量
の
多
い
産
業
・
企
業
を
対
象
に
し

た
排
出
量
取
引
が
現
実
的
で
あ
ろ
う
。

　

そ
の
際
、
炭
素
税
で
は
化
石
燃
料
の
用

途
等
に
応
じ
た
軽
減
措
置
の
導
入
、
排
出

量
取
引
で
は
産
業
の
競
争
環
境
に
応
じ
た

手
法
の
選
択
が
検
討
課
題
に
な
る
。
ま
た
、

導
入
に
伴
っ
て
懸
念
さ
れ
る
、

非
導
入
国
に
生
産
（
排
出
量
）

が
移
る
「
炭
素
リ
ー
ケ
ー
ジ
」

を
回
避
す
る
た
め
に
、
世
界
各

国
で
同
水
準
の
炭
素
価
格
が
導

入
さ
れ
る
よ
う
、
国
際
社
会
に

働
き
掛
け
る
必
要
が
あ
る
。

　

制
度
で
カ
バ
ー
さ
れ
る
温
室

効
果
ガ
ス
の
割
合
を
高
め
る
観

点
か
ら
は
、
炭
素
税
や
オ
ー
ク

シ
ョ
ン
を
柱
と
す
る
こ
と
が
望

ま
し
い
。
た
だ
し
、
こ
れ
ら
は
、

企
業
等
の
負
担
が
大
き
い
こ
と

か
ら
、
排
出
量
削
減
と
経
済
へ

の
影
響
を
踏
ま
え
た
段
階
的
な

導
入
が
求
め
ら
れ
る
。

　

加
え
て
、
政
府
収
入
の
使
途

に
つ
い
て
、
企
業
の
研
究
開
発

や
省
エ
ネ
投
資
に
限
る
の
で
は

な
く
、
低
所
得
層
や
雇
用
対
策

と
い
っ
た
所
得
再
分
配
に
も
充

て
る
等
、
家
計
の
負
担
増
へ
の

対
応
が
必
要
と
な
る
。
こ
の
点
、

既
存
の
炭
素
税
で
あ
る
温
対
税

を
拡
張
す
る
場
合
に
は
、
石
油

石
炭
税
の
一
般
財
源
化
も
含
め

て
使
途
の
拡
大
が
課
題
と
な
ろ

う
。

（注）炭素価格はIEAの2040年の先進国の数字（140＄/tCO2）を使用。温室効果
ガスの2013年度対比46％削減を前提に、石油製品、石炭製品、電力、ガス・
熱供給の４部門の間接税支払いが合計９兆円増加するとして計算。

（出所）経済産業省「2017年延長産業連関表」、藤川清史「炭素税の地域別・所得階層
別負担について」『産業連関』第10巻４号(2002年)より日本総合研究所作成

〈図表4〉炭素税導入に伴う産業別価格上昇率
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（産業連関表による価格波及分析、９兆円増税の場合）
（％） （％）

（注）炭素価格はIEAの2040年の先進国の数字（140＄/tCO2）を使
用。温室効果ガス排出量の2013年度対比46％削減を前提に、石
油製品、石炭製品、電力、ガス・熱供給の４部門の間接税支払いが
合計９兆円増加するとして計算。

（出所）経済産業省「2017年延長産業連関表」、総務省「家計調査年
報」（2020年）、藤川清史「炭素税の地域別・所得階層別負担に
ついて」『産業連関』第10巻４号(2002年)より日本総合研究
所作成

〈図表5〉炭素税導入の家計費への影響試算
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6　温室効果ガスの46％削減に伴って、既存のエネルギー課税収も46％減少すると仮定。
7　価格の上昇や競争力の低下を受けた販売数量の減少は織り込まない。


